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国名
廃棄物管理改善プロジェクト

パラオ

Ⅰ 案件概要

協力金額 292 百万円

協力期間 2005 年 10 月～2008 年 9 月

相手国側機関

公共基盤・産業・商業省（2009.1 に現政権が発足時より名称変更）公共事業局

（BPW-MPIIC:Bureau of Public Works, Ministry of Public Infrastructure, Industries and Commerce）
コロール州政府公共事業部廃棄物対策室

（PWD-SWM, KSG: Public Works Department-SWM Office, Koror State Government）
日本側協力機関 環境省

関連案件

我が国の協力：

【草の根無償資金協力】リサイクル機材供与（2007 年）、コロール州廃棄物分別所第Ⅱ期整備支援計画

(2009 年)、コロール州ゴミ収集車等整備計画(2010 年)
【シニアボランティア派遣】コロール州政府への廃棄物処理の技術支援（2004 年～2006 年）、中央政府

資源開発省公共事業局への廃棄物総合管理の技術支援（2010 年～2012 年）

【技術協力プロジェクト】大洋州地域廃棄物管理改善支援プロジェクト（2011 年～2015 年：パラオを

含む大洋州 11 か国の廃棄物管理の人材、制度面でのキャパシティの向上）

プロジェクトの

背景

パラオは 1994 年 10 月にアメリカ合衆国から独立した共和国で、大小 200 の島で構成されているが、

そのうちのコロール島（コロール州）に全人口（約 2 万人）の約 70%が集中している。アメリカやアジ

アの先進諸国からの生活物資の輸入量が急激に増え、その結果、輸入品の消費による廃棄物の排出量が

増加するとともにその種類も多様化してきた。廃棄物問題に関しては、その重要性は認識されていたも

のの、ほとんど対策が講じられないままであり、発生する廃棄物のほとんどは埋立処分され、旧首都の

あるコロール州をはじめ各州のゴミ埋立地は典型的なオープンダンプとなっており、周辺環境や公衆衛

生に悪影響を与えていた。特に、旧首都の市街地に隣接している M ドック処分場は中央政府により管

理されているが、数十年にわたって不適切な埋立管理が継続され、周辺住民や商業施設から多くの苦情

が寄せられてきた。また、それが国家財源として重要な産業である観光にも悪影響を与えている。さら

に、廃棄物の増加による将来の埋立容量の逼迫が懸念される中、新規埋立処分場の建設のめどは立って

おらず、当面は現処分場を継続使用せざるを得ないのが実情である。このためパラオ政府は、M ドック

処分場の埋立手法の改善や廃棄物管理計画策定を中心とする技術協力を我が国に対して要請した。

投入実績

日本側 相手国側

1. 専門家派遣 （短期専門家 48.93MM）

2. 第三国研修 6 名

3. 機材供与 9 百万円

4. 現地業務費 118 百万円

1. カウンターパート配置 9 名

2. ローカルコスト負担 257,429 ドル

3. 土地・施設提供 M ドック処分場、ワークショッ

プ会場、会議室等

プロジェクトの

目的

上位目標

廃棄物管理におけるコロール州の成功経験が継続され、パラオにおける他の州へ広がる

プロジェクト目標

中央政府及びコロール州政府の廃棄物管理のキャパシティが強化される

成果

成果 1：廃棄物処分量を削減するための国家廃棄物管理計画（案）が策定される

成果 2: コロール州における環境や健康のリスクを抑制するために既存の廃棄物処分法が改善される

成果 3: パラオの廃棄物関連機関の関係者が訓練される

Ⅱ 評価結果

総合評価

廃棄物管理は国レベルでは中央政府の環境保護局、公共基盤・産業・商業省公共事業局（BPW-MPIIC）が所割するが、

具体的な実務ではそれぞれ各州にある廃棄物管理の部署が管轄する。しかし、人口が集中しているコロール州においては、

収集をコロール州政府公共事業部廃棄物対策室（PWD-SWM, KSG）が所管し、処分場管理は中央政府の公共事業局が所管

している。

本プロジェクトは、プロジェクト目標として目指した“中央政府及びコロール州政府の廃棄物管理のキャパシティの強化”
について、プロジェクト完了時においては、一定の効果発現があったといえるが、プロジェクト目標達成の効果が必ずしも

継続されているとはいえず、事後評価時点におけるキャパシティ・アセスメントの結果では、国家廃棄物管理計画を実施す

る上で必要な中央政府による諸規則の改訂がなされていないなど、社会・制度レベルでの課題があることが指摘された。上

位目標である“コロール州の成功経験の他州への波及”については、国家廃棄物管理計画は承認され、コロール州での活動は

ある程度前進しているが、他州への展開はこれからの段階であり、効果発現に一部問題が見受けられた。

持続性については、政策・制度面および技術面では特に問題はないが、体制面では人員の不足や新規処分場計画の中断、

また、M ドック処分場の継続使用に向けた維持管理体制が適切でないこと等、一部に問題がある。財務面では、予定され



た投棄料徴収は実施されておらず、維持管理費用の確保に一部問題があると判断される。尚、来年度からリサイクルプログ

ラムによる歳入が継続的に年間経費に充当される見込みがあり財務状況が改善されることが期待できる。

また妥当性については、パラオの開発政策・開発ニーズおよび日本の援助政策と、プロジェクト計画時および完了の両時

点において合致しているが、効率性については、協力金額が計画値を大幅に上回った。

以上より、総合的に判断すると本プロジェクトは一部課題があると評価される。

1 妥当性

本プロジェクトの実施は、計画時・プロジェクト完了時ともに『国家開発計画 2020』で掲げられた自然環境管理・汚染

防止を含む自然環境保護/強化というパラオの開発政策、パラオの観光産業推進や住民の生活環境を守るためには廃棄物管

理の改善が急務であるという開発ニーズ、太平洋・島サミットや JICA 国別事業実施計画において重点分野に掲げられた廃

棄物管理改善支援という日本の援助政策と十分に合致しており、妥当性は高い。

2 有効性･インパクト

本プロジェクトの実施により、プロジェクト目標“中央政府及びコロール州政府の廃棄物管理のキャパシティが強化され

る”については、プロジェクト完了時におけるキャパシティ・アセスメントの結果からは、個人レベル、組織レベル、社会・

制度レベルいずれにおいても目標値の 70%を超えており、一定の効果発現があったといえる。また、依然として、隣接す

るホテルへのハエの飛来、悪臭の発生などが指摘されているものの、M ドック処分場の環境はプロジェクト実施前に比較

すると改善されている。しかし、プロジェクト目標達成の効果が必ずしも継続されているとは言えず、その結果として、事

後評価時点においては、国家廃棄物管理計画を実施する上で必要な中央政府による諸規則の改訂がなされていないなど、社

会・制度レベルでの課題がある。その理由として行政機関の意思決定に時間がかかり、組織のマネジメントが効果的にでき

ていないことが指摘されている。組織レベルについては、持続性で述べるように、M ドック処分場の維持管理について処

分場マニュアルの改訂がなされず、運営管理が適切に行われていないなどの課題が確認された。

上位目標“廃棄物管理におけるコロール州の成功経験が継続され、パラオにおける他の州へ広がる”については、国家廃棄

物管理計画は正式に承認されたが、中央政府による諸規則の改訂がなされていない。コロール州における活動はある程度前

進しているものの、他州への波及はこれからの段階であり、上位目標は一部未達成である。よって、有効性・インパクトは

中程度である。

M ドック処分場（覆土前） M ドック処分場（覆土作業）

3 効率性

本プロジェクトは成果の産出に対し、投入要素は概ね適切であり、協力期間は計画内に収まった（計画比 100%）。プロ

ジェクト期間中に専門家派遣や研修が追加されたことで、協力金額が計画を大幅に上回ったが（計画比 154%）、これは成

果達成のために必要な増額であった。以上より、効率性は中程度である。

4 持続性

本プロジェクトは、廃棄物管理戦略が国家開発計画で重要政策として位置付けられ、国家

廃棄物管理計画の承認がなされたことから、パラオにおいて引き続き重要な位置づけにある

と言える。実施機関の体制は、プロジェクト期間中と変更はないものの、廃棄物管理に必要

な人員が一部不足しており、M ドック処分場の継続使用に向けた維持管理が一部適切にでき

ていない1ほか、M ドック処分場のマニュアルの改訂もされていない。また、新規処分場計

画が住民の反対で中断されており、今後の対応が不透明であることなど、体制面で一部に問

題がみられる。

実施機関の技術は、プロジェクトで育成された人材が中央政府およびコロール州政府で継

続して勤務しており、M ドックの日常維持管理、ごみの分別収集、住民教育・啓発活動等

に関しては問題ない。一方で、実施機関の財務状況は、日常業務での予算は手当てされてい

るものの、予定された投棄料徴収は実施されていない。また、維持管理で必要とされる費用

は、修理が必要とされる毎に申請して手当されるという状況で、計画的な維持管理・改修が出来ないことや期末に修理が発

生しても対応できず放置されるなど、一部問題があると判断される。尚、来年度からリサイクルプログラムによる歳入が継

続的に年間経費に充当される見込みがあり財務状況が改善されることが期待できる。

                                                  
1 具体的には、ブルドーザーの故障や予算不足により覆土作業が一時中断されていたこと、また、浸出水調整池のポンプが故障したまま対

応が取られていないことが挙げられる。ただし、自己資金でガス抜き管の延長を含めた改修工事を実施する等、改善に向けた対応は行われ

ている。

本プロジェクトで作成した分

別収集の啓発ポスターは、学

校に張られ活用されている



従って、本プロジェクトによって発現した効果の持続性は中程度である。

Ⅲ 教訓・提言

実施機関への提言：

新規処分場の建設にかかる財源の捻出、確保とともに、財務面のバランスを考慮した運営計画を立てることが望まれる。

JICA への教訓：

プロジェクト完了後に効果を継続させるためには、完了後に誰がどのような体制で活動を継続していくのか、財源も含め、

プロジェクト実施中や終了時評価～事後評価のタイミングで具体的に議論し明確にすることが有用と考えられる。


